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取引時確認（通常の取引＋ハイリスク取引）
① 顧客の本人特定事項

（氏名・住居・生年月日／名称・所在地）
② 取引目的
③ 職業／事業内容
④ 実質的支配者
⑤ 資産・収入（200万円を超えるマネー・ローンダリングの

リスクが高い取引の場合）

確認記録・取引記録等の作成・保存

預貯金通帳等の不正譲渡・譲受

金融機関
ファイナンス・リース事業者
クレジットカード事業者
宅地建物取引業者
宝石・貴金属等取扱事業者
郵便物受取サービス事業者
電話受付代行業者
電話転送サービス事業者

司法書士
行政書士
公認会計士
税理士
弁護士（日弁連会則根拠）

①のみ確認

通知

監督措置に
関する意見

取引

本人特定事項の虚偽申告
50万円以下の罰金

↓
１年以下の懲役又は100万円以下の罰金 （併科も可）

２年以下の懲役又は300万円以下の罰金 （併科も可）
↓

３年以下の懲役又は500万円以下の罰金 （併科も可）

顧

客

暴力団等
犯罪組織

国家公安委員会

警 察 庁 (FIU)

届出情報の

整理・分析

業として

犯罪収益移転防止法の概要（赤字は改正部分）

平成23年4月の
法改正の主な内容

Ⅰ 取引時確認事項
の追加

Ⅲ 電話転送サービス
事業者の特定事業者
への追加

Ⅱ 取引時確認等を的
確に行うための措置
の追加

・ 上記Ⅰ、Ⅱ、Ⅲは、平成
25年4月1日に施行

・ 上記Ⅳは、平成23年5
月28日に施行済み

Ⅳ 預貯金通帳等の
不正譲渡等に係る
罰則の強化

取引時確認等を的確に行うための措置
① 情報の更新
② 使用人に対する教育訓練等体制の整備


